
　例えば自動車事故が起きた場合、加害者には法的責

任（民事上・刑事上・行政上）と社会的・道徳的責任が

生じます。この法的責任は、民事上の問題単独のこと

もあれば、民事上、刑事上、行政上の３つの責任が同

時に発生という場合もあります。

　この４つの責任は、企業における労務管理の現場で

も当てはまります。

　特に、民事上と刑事上の責任が問題になることが多

いです。

　刑事上の責任は社会的制裁などを求めるのに対し、民

事上の責任は権利や損害の補填などを求めるものです。

　労働者保護のために労働条件の最低基準を定めた

労働基準法については、117条から120条に罰金や懲役

が規定されており、違反した場合は、刑事上の責任も

負うことになります。

　労働基準法の遵守を監督する労働基準監督署の監

督官は「特別司法警察職員」としての権限を持ち、強

制捜査や証拠押収、関係者への事情聴取などをするこ

とができます。

　トラブル・紛争が起こった場合には、まずその問題が

「４つの責任」の中のいずれに該当するのか判断するこ

とが、とても大切になってきます。

　なぜなら、４つの責任のどれに該当するかによって、

具体的な解決方法が異なってくるからです。

　恥ずかしながら私自身、この考え方に辿り着くまでは、

社労士試験に合格はしたものの、刑事も民事もごちゃ

ごちゃで、労働者から賃金未払いを相談された際は、

ただ労基法違反ということしか頭になく、刑事と民事、

それぞれの側面から理論的・具体的な説明をすること

ができないでいました。

　又、経営者から「解雇予告手当を払えば何ら問題な

いでしょ？」と、労働者の解雇の相談をされても、刑事

上問題なくても民事上のリスクがあるという説明を上手

くできないでいました。

　そして過去に対応した、労働局の事業所に対する少

し納得できない指導についても、担当職員さんの理屈

攻撃に負けてしまい妥協してしまいましたが、分類する

とそれは行政の考える企業に求める「社会的・道徳的

責任」に該当するものであり強制力・罰則はなく、今な

らもっと強く粘れていたかもしれません。

（※強制力はなくても、行政指導されるような問題を放

置していれば、民事上のリスクを高めることになります

ので、基本的には素直に従ったほうがいいです）

　以前の私がそうだったように、労働相談をされる方の

多くが、民事と刑事を混同しています。不当な解雇を

監督署に訴えれば監督署が会社を懲らしめてくれると

思っていたり、最終的に刑事罰や行政罰が生じる恐れ

のない行政からの指導にも、必要以上に厳格に構えて

しまったり…。

　現在、私が相談を受ける際は、頭の中で４つの責任

に基づいて交通整理し、適切な解決方法を考えるよう

にしています。労働基準法についても、全部の条文で

違反した場合に刑事罰があるわけではなく、法に抵触

しているかどうか、１つ１つの条文について判断してい

きます。

　例えば、労働者から未払い賃金の相談を受けたら、

「賃金未払いでは、刑事上と民事上の２つの法律問題

が同時に発生します。刑事上の側面からは、監督署に

相談して法律違反の是正を働きかけてもらうことができ

ますし、民事上の側面からは、一般的な債権回収の方

法と同様に、支払督促や少額訴訟手続、民事訴訟など

により労働者本人が直接的な請求もできます」等と、経

営者から雇い止めの相談を受けたときは、「雇い止めの

違反をしても注意や指導を受ける可能性はありますが、

監督署の対応には限界がありますね。しかし民事で争

われた場合には…」等と、対応しています。

　監督署は民事については介入に限界があります。監

督署が動いてくれる刑事に比べ、民事は本人の時間や

労力も大変なことから紛争に発展することは少なかった

のですが、情報が入手しやすい世の中となり、労働者

の権利意識向上や労働局の「あっせん」など利用しや

すい制度の登場といった背景等により、近年、民事上

の労働紛争が増加しています。そのため、あらかじめ

就業規則にトラブル防止の規定を明記しておく企業が

増えてきています。次回は、労働トラブルの対策として

重要視されている就業規則についてお話します。
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1民事上の責任 （慰謝料や損害賠償）

2刑事上の責任 （懲役刑など）

3行政上の責任 （免許停止や取り消し、反則金など）

4社会的・道徳的責任
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